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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、社会的責任の遂行並びにステークホルダーを重視した経営が企業としての使命と認
識し、これにより企業価値の向上を図っていくことであります。また、その実現のためには当社及び当社子会社からなる企業集団（以下「当社グ
ループ」という）における内部統制の整備及び運用等の一層の強化が必要であると考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社はJASDAQ上場企業としてコーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

「コーポレートガバナンス・コードに伴う当社の取り組み」を策定し、当社ホームページにて公表しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

吉原 直樹 4,200,000 39.39

吉原 清香 1,392,000 13.05

吉村 栄義 702,000 6.58

龍 岳男 240,000 2.25

吉村 眞弓 116,000 1.08

米山 実 80,000 0.75

西江　陽一 76,000 0.71

内藤　卓 61,000 0.57

目黒 泉 40,000 0.37

延吉　晃 40,000 0.37

支配株主（親会社を除く）の有無 吉原直樹　吉原清香

親会社の有無 なし

補足説明

当社の主要株主である吉原直樹の議決権ベースでの持株比率は41.96％でありますが、２親等以内の親族の保有株式を含めますと56.59％とな

ることから支配株主に該当します。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 12 月

業種 サービス業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社と支配株主との取引につきましては、一般の取引と同様に適正な条件のもとに行うことを基本方針とし、取締役会において取引内容及び取引
の妥当性等について審議の上、取引の是非を決定することとしております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

龍　岳男 他の会社の出身者

安田弘幸 公認会計士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



龍　岳男 ○ ―――

龍 岳男氏は、㈱エイチ・アイ・エス取締役、スカ

イマークエアラインズ㈱（現スカイマーク㈱）専
務取締役等の要職を歴任される中で培った企
業経営者としての豊富な知識や経験に基づ
き、当社の社外監査役在任時には、独立した
立場から活発に意見を述べ、その職責を十分
に果たしていただきました。また、同氏は監査
を通じて当社の業務内容にも精通しており、会
社経営に関する豊富な知見を当社経営に活か
していただくため、社外取締役としての職務を
適切に遂行いただけるものと判断し、社外取締
役として選任をお願いするものであります。ま
た、同氏は株式会社東京証券取引所が定める
独立性の要件を満たしており、東京証券取引
所有価証券上場規定第436条の２に基づき、独
立役員として選定しました。

安田弘幸 ○

安田弘幸氏は安田弘幸公認会計士事務
所を開設しており、当社は同事務所から
業務委託に基づき、監査業務等での助言
を受けておりますが、当事務所が当社か
ら収受している対価の合計額は、1000万
円未満となっており、当社の独立性基準
でいう多額には該当せず、十分に独立性
を有していると判断しております。

安田弘幸氏は、新日本有限責任監査法人で横
浜事務所長等を歴任し、過去に会社経営に関
与したことはありませんが、会社経営・監査業
務に関する豊富な知見を有しており、社外取締
役としての職務を適切に遂行いただけるものと
判断し、社外取締役として選任をお願いするも
のであります。また、同氏は株式会社東京証券
取引所が定める独立性の要件を満たしており、
東京証券取引所有価証券上場規定第436条の
２に基づき、独立役員として選定しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 3 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は、コーポレート・ガバナンスを強化するために、監査役、内部監査室及び会計監査人との緊密な関係が重要であると認識しております。

内部監査室は、監査役との連携を連絡会における情報交換のほか、年度監査計画書、監査結果及び内部統制評価の報告を通じて保持しており
ます。

また、監査役及び内部監査室は、会計監査人から監査計画及び監査講評について報告を受けるほか、必要に応じて往査に立ち会うなどの手段
により、情報を共有しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

山形 富夫 税理士

中西 勇助 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役



d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山形 富夫 ○ ―――

山形富夫氏は、税務署長等を歴任し、税理士
の資格を有しており、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有するものであり、東京証券
取引所が定める独立性基準にいずれも抵触し
ておらず、一般株主と利益相反の生じるおそれ
はないものと判断し、東京証券取引所有価証
券上場規定第436条の２に基づき、独立役員と
して選定しました。

中西 勇助 ○ ―――

中西勇助氏は、上場会社の監査役等の要職を
歴任し、会社経営・監査業務に関する相当程度
の知見を有するものであり、東京証券取引所
が定める独立性基準にいずれも抵触しておら
ず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いものと判断し、東京証券取引所有価証券上
場規定第436条の２に基づき、独立役員として
選定しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役の業績向上へのインセンティブを高める施策について、今後も検討してまいります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告において、取締役、監査役、社外取締役及び社外監査役それぞれの報酬の総額及び支給人員数を開示しております。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬限度額については、年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と2004年3月26日開催の当社第16回定時株主総

会において、監査役の報酬限度額については、年額30百万円以内と2002年3月26日の当社第14回定時株主総会において、決議いただいてお

ります。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

年間の取締役会開催日のスケジュールを策定し、社外取締役及び社外監査役とも共有しております。

取締役会の開催に際し、社外取締役及び社外監査役に付議議案に係る資料の事前配布もしくは事前説明を行っております。

社外取締役及び社外監査役から当社業務に係る調査の要請等を受けた場合は、必要に応じて子会社も含めた経営企画部門、経理部門、総務部
門等が、適切に情報提供できる体制を築いております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役会は毎月１回定例的に、また必要に応じて臨時的に開催しております。

取締役会は、経営上の重要な事項について十分な審議と決議を行うため、常務会を設置しております。

取締役会での決議事項を事前に常務会で審議させ、また、一定の決議権限を常務会に委譲しており、常務会を原則として毎月２回開催しておりま
す。

監査役会は原則毎月開催し、監査方針の決定、会社経営の状況、取締役の業務執行状況等に関して審議しております。

会計監査人として清陽監査法人と監査契約を締結し、定期的な監査の他、会計上の課題について随時協議・情報共有しております。

社外の複数の弁護士事務所と顧問契約を締結し、会社運営における法的問題に関し、必要に応じ助言と指導を受けております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役会設置会社の形態を採用し、経営の監視・監督機能を強化するため、社外取締役及び社外監査役を選任しております。

監査役は、取締役会その他の重要な会議等へ出席し、取締役の職務執行・監督状況を監視するとともに、内部監査室・会計監査人と連携し、厳
正な監査を実施しており、社外取締役及び監査役会の経営監視機能により、透明性及び健全性の確保が実現できる体制が整っていると考えてお
ります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

第28回定時株主総会（2016年3月開催）～第30回定時株主総会（2018年3月開催）におけ
る招集通知の発送に関しては、法定の発送日から会日の期間14日間より1日早い、15日
間の期間をもって発送いたしました。

今後とも、社内体制の整備に努め、招集通知発送がより前倒しできるように、取り組んで
まいります。

集中日を回避した株主総会の設定
12月決算の会社は比較的多いため、12月決算企業の株主総会が集中する3月末近くの
開催は、極力避けております。

その他

当社は個人株主の存在感が圧倒的に大きく、株主がお客様である場合も多いため、株主
総会は株主と直接のコミュニケーションを図る最良の機会と捉えており、株主総会の充実
に努めております。

議決権行使書により行使、株主総会出席者以外の株主の議決権行使の促進を図ってお
りま

す他、記念品をお渡しする等、出席しやすい株主総会の開催に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

2017年12月期第２四半期決算説明会（2017年8月3日開催）

2017年12月期決算説明会（2018年2月9日開催）
あり

IR資料のホームページ掲載

経営トップメッセージ、決算短信、有価証券報告書（ｃｓｖファイル形式でデータ

ダウンロード可）、適時開示資料、ニュースリリース、決算説明会資料、事業レ

ポート（事業報告書）、月次業績動向、決算ハイライト、ＩＲカレンダー、財務諸

表、株価情報、株式情報、株主優待情報、店舗一覧情報等を掲載しておりま
す。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部

その他
子会社（事業会社）のホームページとの連携を図り、投資家・株主に向けて、広
く当社グループの活動を理解し易いように努めております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「アルテグループ企業行動憲章」において、ステークホルダーの満足と信頼の獲得に努め
る旨を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
「アルテグループ企業行動憲章」において、環境問題に関して、自主的・積極的に取組む旨
を定めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「アルテグループ行動規範」において、社会との積極的なコミュニケーションに努める旨、財
務

報告の正確性及び信頼性の確保に努める旨、ステークホルダーに対して説明責任を果た
す旨

等を定めております。

また、特に財務報告の信頼性の確保を目的として、2008年12月18日開催の取締役会にお
い

て、「内部統制基本方針」を決議しております。

2015年4月24日開催の取締役会において、「内部統制基本方針」の一部改定を決議いたし
ましたが、これは2015年5月1日施行の改正会社法及び改正会社法施行規則に基づいた
改定であります。



その他
当社グループの経営理念は、「地域のお客様に『美と健康と若々しさ』を提供し、当社グ
ループに関わる全ての人と共に幸福社会を築いていける会社づくりを目指す。」であり、そ
の実現のために、役員・従業員が一丸となって日々取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、すべてのステークホルダーからの信頼を得て企業価値向上を実現するために、「コンプライアンスの確保」「財務報告の信頼性
の確保」「業務の有効性・効率性の確保」及び「資産の保全」に努め、事業活動を行ううえで生じるリスクを把握し、適切に対応する体制（内部統制
システム）を構築・整備し、運用しております。

グループ全体として内部統制システムの整備のために取り組む活動の基本方針は以下のとおりであります。

１．当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社グループの取締役及び使用人が、法令及び定款に適合するとともに、健全かつ適正に意思決定を行い、職務を執行するため、「アルテグ

ループ企業行動憲章」及び「アルテグループ行動規範」を制定する。

(2) 当社グループは、「アルテグループコンプライアンス規程」の定めに基づき、コンプライアンス委員会を設置し、当該委員長はグループ全体のコ

ンプライアンスの重要事項について、取締役会及び監査役

会へ迅速かつ適正に報告する体制を構築する。

(3) 当社グループは、「アルテグループ・ヘルプライン（内部通報窓口）」を設置・運営し、法令違反等の早期発見・是正に努める。

(4) コンプライアンス研修等を継続的に実施することにより、コンプライアンス意識の醸成を行い、グループ全体の法令遵守体制を確立する。

(5) 内部監査部門として、社長直属の組織である内部監査室を当社内に設置し、当社グループにおける法令及び社内規程等への準拠性、管理の

妥当性、有効性の検証を目的とした内部監査を行う。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書その他職務の執行に関わる重要文書を「文書管理規程」に則り、適切に管理する。

(2) 取締役・監査役及び内部監査室は、これらの文書等を必要に応じて閲覧できる。

(3) 当社グループは、「アルテグループ情報セキュリティ規程」に情報セキュリティに関する行動規範を定め、情報セキュリティ委員会を設置する。

(4) 情報セキュリティ委員会は、情報に対する適切な管理を重要な経営課題として認識し、情報セキュリティを確保する体制を構築する。

３.当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 理美容業及び理美容フランチャイズチェーンの経営等を行っている当社グループは「お客さまの安全」をリスク対策における最重要課題とす

る。

(2)業務執行に係る総合的なリスク管理(ERM)を目的として、「アルテグループリスク管理規程」を制定する。

(3) リスク管理委員長、委員及び当社子会社のリスク対策責任者で構成するリスク管理委員会を設置する。

(4)リスク管理委員会は、「アルテグループリスク管理規程」に定める方針に基づき、リスクの予防と低減のための活動及び危機発生に備えた体制
の中核的な役割を担う。

(5) 重大な危機が発生した場合には、社長を本部長とする危機管理本部を速やかに立ち上げ、危機への対応とその速やかな収拾に向けた活動を

行う(危機管理とクライシス・コミュニケーション)。

４.当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社グループは、取締役会を、原則として毎月１回開催するほか必要に応じて随時開催し、経営に関する重要事項を審議及び決議する。

(2)当社グループの取締役会は全体的な目標を定め、業務執行取締役はその目標達成に向け、各部門の目標設定や予算管理、具体策等を立
案・実施し、業務執行の責任を負う。

(3)当社取締役会は、経営上の重要な事項について十分な審議と決議を行うため、常務会を設置し、取締役会での決議事項を事前に常務会で審
議させ、また、一定の決議権限を常務会に委譲する。常務会を原則として毎月２回開催する。

(4)当社グループの組織及び職務分掌については、「組織規程」「職位規程」及び「職務分掌・職務権限規程」に定め、各職位及び職務分掌の基本
的な機能及び相互関係を明らかにする。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1)当社取締役会は、当社グループ全体の内部統制システムの構築を図るため、内部統制システムに関する基本方針として「業務の適正を確保す
るための体制」を制定する。

(2) 当社に当社子会社の内部統制の諸施策に関する担当組織を設け、当社と当社子会社間での協議、情報共有、指示及び伝達等が効率的に行

われる体制整備を行う。

(3) 「アルテグループコンプライアンス規程」に基づき、グループ全体でコンプライアンス体制を構築する。

(4) 当社グループの取締役及び使用人は、グループ全体の価値に重大な影響を与える恐れのある事象を発見したときは、通常の報告経路を有効

に用い、迅速かつ正確に情報伝達する義務を有する。さらに、通常の報告経路が機能しない場合は、それとは独立した別の伝達経路「アルテグ
ループ・ヘルプライン」等を用いて、情報伝達する義務を有する。

(5) グループのリスクについては、リスク管理委員会が統括し、グループ全体でリスクの発見、予防、対策等の管理に努める。当社子会社は、重大

な危機が発生した場合には、直ちにリスク担当責任者を通じて、リスク管理委員会に報告し、当社は事案に応じた支援を行う。また、当社子会社
は、当社と連携しながら独自の危機管理体制についても整備を進める。

(6)当社グループは、当社の取締役、執行役員、部門長及び当社子会社の社長を構成員とするグループ経営会議を原則として毎月１回開催し、当
社取締役会で決議された当社グループ経営方針に基づき、その執行に関する協議及び経営情報の共有化等を行う。

(7)当社子会社の監査役は、当社の常勤監査役が兼務しグループ全体の監査役監査の充実・強化を図る。

(8) 当社は、「関連会社管理規程」に基づいて当社子会社の業務の主管部署を定め、当社子会社を管理する体制とする。また当社子会社は、業

務及び取締役等の職務の執行の状況を定期的に常務会及びグループ経営会議に報告する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役から求めがあった場合には、必要・目的に応じ専門性を有する使用人に、これを専任あるいは兼務させる。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び実効性に関する事項

監査役が自らの職務を、専任あるいは兼務にて補助させる場合、使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等の決定は、監査役会の同意を必要
とすることとし、取締役からの独立性を確保する。当該使用人は監査役の指揮命令に従うこととし、他部署の業務を兼務する場合は、監査役に係
る業務を優先する。

８．当社グループの取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制



当社グループの取締役は以下に定める事項を監査役に報告する義務を有する。

(1) 会社の意思決定に関する重要事項

(2) 当社またはアルテグループに著しい損害を及ぼす恐れのある事項

(3) 取締役・使用人の職務執行に関する不正行為または法令・定款に違反する重大な事項

(4) コンプライアンス及び総合的リスク管理(ERM)に関する重要事項

(5) 上記の他、監査役の職務遂行上必要があると判断した事項

(6) 内部監査の監査計画及び監査結果

なお、当社及び当社子会社の使用人は(b)、(c)、(d)、(e)に関する重大な事項を発見した場合は監査役に直接報告することができる。

９．監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループは、監査役に報告した者に対して、当該報告をしたことを理由として、解雇、降格等の懲戒処分や、配置転換等の人事上の措置等い
かなる不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

１０．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または償還の請求をしたとき
は、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き速やかに処理を行う。

１１．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役に対して以下の事項を行う権限を確保する。

(1) 当社グループの各取締役及び重要な使用人からの必要に応じた意見聴取

(2) 当社グループの取締役、外部監査人との定期的な会合

(3) 内部監査室との連携

(4) グループ会社の調査等の実施

(5) アドバイザーとして独自に選定した弁護士・公認会計士等の外部専門家との連携

１２．当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価す
るとともに、維持・改善に努める。

１３．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、反社会的勢力による被害を防止するため「アルテグループ行動規範」、「アルテグループ反社会的勢力等への対応に関する基
本方針」及び「反社会的勢力・関係遮断マニュアル」を制定し、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断することを基本
方針とする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社では、反社会的勢力による被害を防止するため、取締役会決議により2009年1月1日には「アルテグループ行動規範」を、2012年6月21

日には「アルテグループ反社会的勢力等への対応に関する基本方針」を、2012年9月27日には「アルテグループ反社会的勢力・関係遮断マニ

ュアル」を制定し、反社会的勢力との断絶を明記し、健全な会社経営の確立を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


